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運用報告書（全体版） 

エコ・パートナーズ 

 

愛称：みどりの翼 

 
 

第22期（決算日：2022年１月27日） 
 

 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、お手持ちの「エコ・パートナーズ」は、去る

１月27日に第22期の決算を行いました。ここに謹ん

で運用状況をご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 無期限（2000年１月28日設定） 

運用方針 

｢環境問題に積極的に取り組む企業は将来に
わたり発展していく」という考え方に基づき、
企業活動または社会活動に伴う環境負荷の低
減に向けて積極的に貢献する企業群の中か
ら、成長性・財務リスク等の観点から厳選し
た銘柄に投資し、中長期的な信託財産の成長
をめざします。株式組入比率は原則として高
位を維持することとします。 

主要運用対象 
わが国の金融商品取引所に上場されている株
式および店頭登録株式を主要投資対象とします。 

主な組入制限 
株式への投資割合に制限を設けません。 
外貨建資産への投資は行いません。 

分配方針 

経費等控除後の配当等収益および売買益（評
価益を含みます。）等の全額を分配対象額と
し、分配金額は、基準価額水準、市況動向等を
勘案して委託会社が決定します。ただし、分
配対象収益が少額の場合には分配を行わない
ことがあります。 

※ 当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※ 公募株式投資信託は税法上、「NISA（少額投資非課税制度）およびジュ

ニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

 寄  付  金  額 

第 2 2 期 707,158円 

※ 当ファンドは、委託会社、受託会社および販売会社がそれぞれ収受すべ
き信託報酬の一部を原資とし、今回は公益信託 経団連自然保護基金に
寄付をいたします。 
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エコ・パートナーズ

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

( 参 考 指 数 ) 
東 証 株 価 指 数 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 

(分配落) 
税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

(ＴＯＰＩＸ) 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

18期(2018年１月29日) 10,310 400 25.2 1,880.45 21.4 98.9 － 1,129 

19期(2019年１月28日) 8,298 0 △19.5 1,555.51 △17.3 96.0 － 916 

20期(2020年１月27日) 9,696 0 16.8 1,702.57 9.5 98.2 － 1,073 

21期(2021年１月27日) 10,565 600 15.2 1,860.07 9.3 99.3 － 1,008 

22期(2022年１月27日) 10,646 150 2.2 1,842.44 △ 0.9 95.3 － 1,064 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注） 基準価額動向の理解に資するため、参考指数を掲載しておりますが、当ファンドのベンチマークではありません。 

（注） 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）とは、東京証券取引所第一部に上場する内国普通株式全銘柄を対象として算出した指数で、わが国の株式

市場全体の値動きを表す代表的な株価指数です。ＴＯＰＩＸに関する知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。東

京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの指数値及びそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではありません。東京証券取引所は、

ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の方法の変更、ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の停止またはＴＯＰＩＸの商標の変更もしくは使用の停

止を行う権利を有しています。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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エコ・パートナーズ

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 

( 参 考 指 数 ) 
東 証 株 価 指 数 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

 騰 落 率 (ＴＯＰＩＸ) 騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2021年１月27日 10,565 － 1,860.07 － 99.3 － 

１月末 10,219 △ 3.3 1,808.78 △2.8 95.8 － 

２月末 10,504 △ 0.6 1,864.49 0.2 96.8 － 

３月末 11,175 5.8 1,954.00 5.0 95.0 － 

４月末 10,958 3.7 1,898.24 2.1 97.3 － 

５月末 11,101 5.1 1,922.98 3.4 96.5 － 

６月末 11,150 5.5 1,943.57 4.5 96.8 － 

７月末 10,815 2.4 1,901.08 2.2 97.3 － 

８月末 10,971 3.8 1,960.70 5.4 97.3 － 

９月末 11,510 8.9 2,030.16 9.1 96.4 － 

10月末 11,539 9.2 2,001.18 7.6 97.7 － 

11月末 11,359 7.5 1,928.35 3.7 97.8 － 

12月末 11,845 12.1 1,992.33 7.1 98.2 － 

(期  末)       

2022年１月27日 10,796 2.2 1,842.44 △0.9 95.3 － 
 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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エコ・パートナーズ

運用経過
第22期：2021年１月28日～2022年１月27日

当期中の基準価額等の推移について

基準価額等の推移
（円）
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純資産総額：右目盛

基準価額：左目盛

参考指数：左目盛

分配金再投資基準価額：左目盛

第 22 期 首 10,565円
第 22 期 末 10,646円
既払分配金 150円
騰 落 率 2.2％

（分配金再投資ベース）

※分配金再投資基準価額は、分配金が支払われた場合、収益分配金
（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、
ファンドの運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
※実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについ
ては、受益者のみなさまがご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。従って、
各個人の受益者のみなさまの損益の状況を示すものではない点に
ご留意ください。

エコ・パートナーズ
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エコ・パートナーズ

基準価額は期首に比べ2.2％（分配金再投資ベース）の上昇とな
りました。

基準価額の動き

基準価額の主な変動要因

新型コロナウイルスのワクチン接種普及などによる経済正常化へ
の期待などを背景に国内株式市況が一時的に上昇したことや、組
み入れを行った個別銘柄の株価上昇が、基準価額の上昇要因とな
りました。

上昇要因

中国不動産大手企業の債務問題への懸念に加え、新型コロナウイ
ルスの変異株であるオミクロン株や米国金融政策などへの警戒感
が高まったことなどを背景に国内株式市況が下落したことが、一
時的な基準価額の下落要因となりました。

下落要因

銘柄要因
上位５銘柄・・・トヨタ自動車、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ、商船三井、東京エレク

トロン、東京海上ホールディングス
下位５銘柄・・・日本電産、ＴＤＫ、第一三共、日本ユニシス、ＣＫＤ

エコ・パートナーズ
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エコ・パートナーズ

第22期：2021年１月28日～2022年１月27日

投資環境について

国内株式市況
国内株式市況は下落しました。
期首から2021年９月中旬にかけては、日
本を含む各国の積極的な金融政策や財政
政策のプラス影響、新型コロナウイルス
のワクチン開発に関する報道や接種普及
などによる経済正常化への期待などから、
国内株式市況は上昇しました。

９月下旬から期末にかけては、中国不動
産大手企業の債務問題への懸念に加え、
新型コロナウイルスの変異株であるオミ
クロン株や米国金融政策などへの警戒感
が高まったことなどから、国内株式市況
は軟調な展開となりました。

株式組入比率は、運用の基本方針にしたがい、
高水準を維持しました。
銘柄選択にあたっては、環境問題に積極的に
取り組み、かつ業績動向やバリュエーション
などの観点で投資価値の高い企業を厳選して
投資しました。
組入銘柄数は概ね54～60銘柄程度で推移さ
せました。ファンダメンタルズの変化や新規
投資候補銘柄との相対比較等を勘案し、適宜
銘柄入替を行いました。

当期は、経済の正常化に向けて業績回復が期
待できる「三井物産」や「日立製作所」など
10銘柄を新規に組み入れました。一方、ファ
ンダメンタルズが概ね株価に反映されたと考
えられる「住友化学」や「住友金属鉱山」な
ど15銘柄を全株売却しました。

当該投資信託のポートフォリオについて

エコ・パートナーズ
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エコ・パートナーズ

当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けてお
りません。右記のグラフは当ファンドの基準価額と参考
指数の騰落率との対比です。
参考指数は東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）です。

※ファンドの騰落率は分配金込みで計算して
います。

（％）

－1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

2021/１/27 ～ 2022/１/27

ファンド

参考指数

基準価額と参考指数の対比（騰落率）

当該投資信託のベンチマークとの差異について

分配金について
収益分配金につきましては、基準価額水準、市況動向、分配対象額の水準等を勘案し、次表の通
りとさせていただきました。収益分配に充てなかった利益（留保益）につきましては、信託財産
中に留保し、運用の基本方針に基づいて運用します。

分配原資の内訳 （単位：円、１万口当たり、税込み）

項　目 第22期
2021年１月28日～2022年１月27日

当期分配金（対基準価額比率） 150（1.389％）

当期の収益 41

当期の収益以外 108

翌期繰越分配対象額 3,117

（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基
準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファ
ンドの収益率とは異なります。

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨て
で算出しているため合計が当期分配金と一致しな
い場合があります。

エコ・パートナーズ
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エコ・パートナーズ

今後の運用方針（作成対象期間末での見解です。）

当面の運用については、「環境問題に積極的
に取り組む企業は将来にわたり発展してい
く」という考え方に基づき、各企業の環境へ
の取り組みを最優先とします。そのうえで、
業績見通しや経営方針などを見極め、個別銘

柄の入れ替えや組入比率の調整など適宜行っ
ていく方針です。基本的には「環境ユニバー
スリスト」の中から中長期的に成長が見込ま
れる銘柄や株価指標面から投資価値の高いと
判断できる銘柄を組み入れていく方針です。

環境動向
（社会・規制動向）
2022年は、コロナ禍を契機とした新たな生
活・ビジネススタイルの定着と、環境に配慮
しながらコロナ禍から回復する「グリーンリ
カバリー」をめざす年となります。
新型コロナウイルスの世界的流行は、未だ収
束の気配を見せません。この間、「ニュー
ノーマル」と呼ばれる、在宅勤務と巣ごもり
消費に大きくシフトした生活様式が定着しま
した。消費者庁によると、2020年の消費者
支出の割合は、コト（サービス）への支出減
と、モノ（財）への支出増で特徴付けられ、
旅行、交通の落ち込みや被服・履物への支出
が減少した一方、家具・家事用品の増加が顕
著でした。ネットを利用した支出の増加、宅
配便・ゆうパックの増加、テレワーク利用率
の高止まりなどは、環境にとっても重要な社
会変化として注目されます。
経済回復も主要な政策テーマです。海外では、
脱炭素化を経済政策に組み込む「グリーンリ
カバリー」が進み始めています。米国では民

主党提案のインフラ投資計画のうち、気候変
動対策が主要な項目として重点的に盛り込ま
れ、英国では、建築物の省エネ化や、自転車
利用・ウォーキング向け整備の投資、洋上風
力や電気自動車等での雇用創出なども、グ
リーン産業革命の項目に位置付けています。
2020年度の日本の温室効果ガス排出量は、
1990年度の推計開始以来の最小値を更新し
ました。「ニューノーマル」というよりは、
景気悪化による「環境にやさしい」社会だっ
たようです。2022年は、景気回復を図りつ
つ脱炭素に向かう新しい社会への年となるで
しょう。

（寄付金）
社会的責任を重視する観点から、信託報酬の
中から当該計算期間中の日々の純資産総額に
年１万分の６の率を乗じて得た金額（当期
707,158円）を公益信託 経団連自然保護基
金に寄付する予定です。なお、寄付金は２月
18日に送金する予定です。

エコ・パートナーズ
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エコ・パートナーズ

2021年１月28日～2022年１月27日

１万口当たりの費用明細

項目
当期

項目の概要
金額（円） 比率（％）

(ａ)信 託 報 酬 186 1.649 (ａ)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（期中の日数÷年間日数）

( 投 信 会 社 ) (92) (0.814) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書等の作成等の対価
( 販 売 会 社 ) (84) (0.748) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等の対価
( 受 託 会 社 ) (10) (0.088) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

(ｂ)売買委託手数料 6 0.050 (ｂ)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料

( 株 式 ) (6) (0.050)

(ｃ)そ の 他 費 用 0 0.003 (ｃ)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

( 監 査 費 用 ) (0) (0.003) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用

合　　計 192 1.702

期中の平均基準価額は、11,250円です。

（注）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を
含む）は、追加・解約により受益権口数に変動が
あるため、簡便法により算出した結果です。

（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してありま
す。

（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円
未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除し
て100を乗じたもので、項目ごとに小数第３位未
満は四捨五入してあります。

エコ・パートナーズ
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（参考情報）
■総経費率
当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有
価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じ
た数で除した総経費率（年率）は1.65％です。

総経費率
1.65％

運用管理費用（投信会社）
0.81％

運用管理費用（販売会社）
0.75％

運用管理費用（受託会社）
0.09％

その他費用
0.00％

（注）費用は、１万口当たりの費用明細において用いた
簡便法により算出したものです。

（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手
数料及び有価証券取引税を含みません。

（注）各比率は、年率換算した値です。
（注）前記の前提条件で算出したものです。このため、

これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生
した費用の比率とは異なります。
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○売買及び取引の状況 (2021年１月28日～2022年１月27日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円 千株 千円 
上場 101 385,127 161 395,251 
 ( 35) (     －)

 
（注） 金額は受渡代金。 

（注） ( )内は株式分割・増資割当および合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

○株式売買比率 (2021年１月28日～2022年１月27日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 780,379千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 1,129,852千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.69   
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2021年１月28日～2022年１月27日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 385 32 8.3 395 77 19.5 

 
 
 

 

種       類 買 付 額 売 付 額 当 期 末 保 有 額 

 百万円 百万円 百万円 
株式 4 － 50 

 
 
 
  

株式 

利害関係人との取引状況 

利害関係人の発行する有価証券等 
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項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 588千円 
うち利害関係人への支払額（B） 84千円 

（B）／（A） 14.3％   
 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ、モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券です。 
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○組入資産の明細 (2022年１月27日現在) 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（0.6％）    

大成建設 1.2 － － 

熊谷組 7.2 2.3 6,603 

食料品（1.2％）    

森永乳業 － 2.1 11,802 

ニチレイ 5.8 － － 

化学（11.2％）    

昭和電工 6.7 9.5 21,261 

住友化学 61.2 － － 

信越化学工業 1.5 1.6 28,240 

ＪＳＲ － 2.5 8,912 

東京応化工業 2.1 1.5 9,390 

花王 0.2 － － 

富士フイルムホールディングス － 1.7 12,658 

資生堂 3 3.2 17,862 

ユニ・チャーム － 3.5 15,162 

医薬品（4.0％）    

アステラス製薬 3.4 5.2 9,640 

第一三共 9.2 12.4 30,609 

非鉄金属（－％）    

住友金属鉱山 6.1 － － 

古河電気工業 4.5 － － 

金属製品（1.1％）    

ＬＩＸＩＬ 5.1 4.3 10,741 

機械（5.5％）    

ディスコ 0.6 0.5 15,825 

日立建機 1.8 － － 

ダイキン工業 0.4 1 23,075 

ＣＫＤ 10.5 8.9 17,461 

電気機器（27.5％）    

イビデン 5.3 6.3 35,721 

日立製作所 － 3.3 19,661 

富士電機 3.4 4.6 24,702 

日本電産 3.2 2.6 24,908 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ルネサスエレクトロニクス － 10.7 12,947 

アンリツ 6.2 － － 

ソニーグループ 3.2 3.8 44,726 

ＴＤＫ 1.7 4.8 18,072 

アドバンテスト 3.5 2.4 21,144 

カシオ計算機 5.7 3.2 4,444 

京セラ 0.9 － － 

太陽誘電 3.8 3.3 17,028 

村田製作所 1.5 0.4 3,250 

ＳＣＲＥＥＮホールディングス 1.5 1.4 14,868 

東京エレクトロン 1 0.7 37,576 

輸送用機器（12.5％）    

豊田自動織機 0.9 1.4 11,900 

デンソー 1.4 4.8 39,268 

川崎重工業 4.1 2.6 5,665 

トヨタ自動車 6.1 26.9 58,184 

本田技研工業 5.9 － － 

スズキ － 2.5 11,902 

精密機器（2.0％）    

オリンパス 7.1 5.6 13,507 

タムロン 2.7 2.7 6,480 

その他製品（－％）    

ヤマハ 1.3 － － 

陸運業（1.1％）    

東日本旅客鉄道 － 1.7 10,898 

海運業（－％）    

商船三井 2.3 － － 

情報・通信業（9.0％）    

日本ユニシス 5.5 8.1 23,247 

日本電信電話 9.2 9.2 29,338 

ＫＤＤＩ 7.3 5.3 18,926 

エヌ・ティ・ティ・データ － 4.8 10,084 

ＳＣＳＫ 1.4 5.4 10,098 
 

国内株式 
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

卸売業（5.6％）    

伊藤忠商事 6.1 7.1 25,410 

三井物産 － 11.5 31,958 

三菱商事 7.5 － － 

小売業（2.3％）    

アスクル 1.4 － － 

セブン＆アイ・ホールディングス 1.3 2.5 13,290 

丸井グループ 2.6 4.6 9,719 

銀行業（7.1％）    

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 67.9 74.7 50,945 

りそなホールディングス 26.4 26.4 12,687 

三井住友トラスト・ホールディングス 2.2 2.2 8,782 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

保険業（4.1％）    

東京海上ホールディングス 5.2 6.1 41,431 

不動産業（1.0％）    

三菱地所 2.9 － － 

東京建物 6.1 6.1 10,132 

サービス業（4.2％）    

オリエンタルランド 0.8 0.9 16,542 

リゾートトラスト 3.8 6.7 11,832 

乃村工藝社 13.5 12.5 10,925 

セコム 0.4 0.4 3,206 

合 計 
株 数 ・ 金 額 374 350 1,014,659 

銘柄数＜比率＞ 59 54 ＜95.3％＞ 
 

（注） 銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

（注） 評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
 

 

○投資信託財産の構成 (2022年１月27日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 1,014,659 92.8 

コール・ローン等、その他 78,367 7.2 

投資信託財産総額 1,093,026 100.0 
 
 
 

  



品 名：03_90003_920604_022_02_エコ・パートナーズ_901307.docx 

日 時：2022/3/8 10:08:00 

ページ：14 
 

― 14 ― 

エコ・パートナーズ

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2022年１月27日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 1,093,026,385   

 コール・ローン等 51,473,561   

 株式(評価額) 1,014,659,740   

 未収入金 25,767,684   

 未収配当金 1,125,400   

(B) 負債 28,415,098   

 未払収益分配金 15,000,780   

 未払解約金 3,455,258   

 未払信託報酬 9,941,866   

 未払利息 22   

 その他未払費用 17,172   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 1,064,611,287   

 元本 1,000,052,037   

 次期繰越損益金 64,559,250   

(D) 受益権総口数 1,000,052,037口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,646円 
 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 954,273,272円 

期中追加設定元本額 423,747,014円 

期中一部解約元本額 377,968,249円 

また、１口当たり純資産額は、期末1.0646円です。 

○損益の状況 (2021年１月28日～2022年１月27日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 22,470,479   

 受取配当金 22,476,267   

 受取利息 79   

 その他収益金 260   

 支払利息 △      6,127   

(B) 有価証券売買損益 1,193,358   

 売買益 129,327,345   

 売買損 △128,133,987   

(C) 信託報酬等 △ 19,477,963   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 4,185,874   

(E) 前期繰越損益金 117,986,758   

(F) 追加信託差損益金 △ 42,612,602   

 (配当等相当額) (  204,552,554)  

 (売買損益相当額) (△247,165,156)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 79,560,030   

(H) 収益分配金 △ 15,000,780   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 64,559,250   

 追加信託差損益金 △ 42,612,602   

 (配当等相当額) (  204,552,554)  

 (売買損益相当額) (△247,165,156)  

 分配準備積立金 107,171,852   
 

（注） (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。 

（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

 

②分配金の計算過程 

項 目 
2021年１月28日～ 
2022年１月27日 

費用控除後の配当等収益額 3,974,205円 

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 211,669円 

収益調整金額 204,552,554円 

分配準備積立金額 117,986,758円 

当ファンドの分配対象収益額 326,725,186円 

１万口当たり収益分配対象額 3,267円 

１万口当たり分配金額 150円 

収益分配金金額 15,000,780円 
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○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 150円 
 
◆分配金は決算日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。 

◆分配金を再投資される方のお手取分配金は、2022年１月27日現在の基準価額に基づいて、みなさまの口座に繰り入れて再投資いたしました。

◆課税上の取り扱い 

・分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金

（特別分配金）」に分かれます。 

・分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、全額が普通分配金となります。分配後の基準価額が個別元本を下回る場合には、

下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、残りの額が普通分配金となります。 

・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額

が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 

・個人受益者が支払いを受ける収益分配金のうち普通分配金については配当所得として課税され、原則として、20.315％（所得税15％、復興

特別所得税0.315％、地方税５％）の税率で源泉徴収（申告不要）されます。確定申告を行い、総合課税・申告分離課税を選択することも

できます。 

・分配時において、外国税控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。 

 

※法人受益者に対する課税は異なります。 

※課税上の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 

※税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。 

※NISAおよびジュニアNISAをご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所

得が一定期間非課税となります。 

 

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（https://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 

 


